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諭　　文　　の　　要　　旨
　本論文は，台湾における市内電話料金政策に関する実証分析を行い，その変更が社会的な厚生に
与える効果を計量的に推定しようとするものである。また，いくつかの異なる料金政策を比較し，
社会的に最適な政策を検討することも試みられる。
　第1章で論文の目的を述べた後に，第2章では電話料金に関する基本的な概念の説明と市内電話
料金政策に関する既存の研究の概観がなされている。第3章では，本研究で使用される理論モデル
が構築されており，その特徴は次のようである。
　（1）公共企業である電話会社は一定の電話設置費用に加えて，その利用に対して使用料金を徴収す
るという二部料金制を採用する。（2）電話サービスは企業部門によって生産要素として使用される。
ただし，企業の集計的な生産量は電話の設置台数，電話一台当たりの利用量，および投入財一般に
依存する。（3）電話サービスは家計部門によっても購入され，家計の効用水準は電話の設置台数，電
話一本当たり利用量，および消費財一般に依存する。
　このようなモデルにもとづいて，第4章では，家計の間接効用関数と企業の費用関数が推定され
る。先ず，効用関係と費用関数が，TranS1Og関数として表されるものとし，パラメーターを推計し
やすい形に式を変換する。その上で台湾で利用可能な1971年から1986年までの時系列データを使っ
て，電話に対する需要関係の推計を行う。ここでは，Ze11Reζの逐次法によって，非線形の式を推定
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している。そして，その結果を残存の研究結果と比較すると，ここで得られた電話の利用に対する
需要の価格弾力性は既存の結果よりも絶対値が大きい。これは本研究で使用したデータが市内サー
ビスばかりでなく，長距離サービスも含むことと，関数形をTr鋤s1ogにしたことによると考えられ
る。
　続く第5章では，推計値を使って電話料金の変化が社会的厚生に与える影響を測定する。特に，
現行の料金制を基準にしてラ厚生最大化型，利潤最大化型，ラムゼー型，費用べ一ス型，およびそ
の他の料金政策を検討し，次のような結論を得ている。
　（1）現行の料金制はラムゼーの意味で最適でなく，電話会社は現在の利益水準を維持したまま，社
会的厚生を増大させることが可能である。（2）ラムゼー最適を達成するためには，家計に対して電話
の利用料金を引き下げる一方，設置料金を引き上げるべきであり，企業に対しては利用料金も設置
料金も引き上げるべきである。（3）費用べ一ス型の料金政策のもとで得られる厚生水準は，ラムゼー
型の厚生水準とほとんど差がないため，実現可能な政策である。
　最後の第6章では，以上の結果をまとめるとともに，今後の課題として，より正確で詳細なデー
タの必要性を指摘している。
審　　査　　の　　要　　旨
　本研究の貢献は，第一に電話通信に関するデータの制約と需給条件の特殊性にうまく対応するよ
う理論モデルを組み，需要関係を推定したことで，特に台湾のようにクロス・セクションのデータ
が利用可能でない場合でも，集計的な時系例データを使用して一定の結果が得られることを示した
ことである。
　さらに，推計結果を利用して厚生経済学的分析を行い，現行の料金政策が最適でないことを指摘
するとともに，ラムゼー型や費用べ一ス型の料金制といった実施可能な改善策を提言している点も
注目に値する。
　ここで使用されている分析手法は原理的には既によく知られており，特に手法の上で新しい貢献
がなされているわけではない。しかし，実際のデータ等の制約のもとで理論的に整合的なモデルを
工夫し，実証的な推定を行い，上記のような興味深い結果を導いたことは評価されてよい。
　従って，われわれは全員一致で本論文の成果が博士論文の基準を満たしていると判断し，最終判
定は合格とした。
　よって，著者は学術博士の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
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